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米国の航空規制緩和-予測と現実

野　　本　　了

I　は　じ　め　に

米国において,航空産業に対する規制を緩和すべきであるとの主張が展

開された際に,その理論的支柱を成したのはコンテスタビリティ理論であ

り,同時に,規制緩和下の航空産業で生ずるであろう状態のモデルとみな

されていたのが,当時ゆるやかな規制下に置かれていた,カリフォルニア

州及びテキサス州の州内航空産業で発生していた現象であった.しかしな

がら,規制緩和が実施された後の現実の状態は,予測を大きく裏切るもの

であった.このことは,理論的には,市場をパーフェクトリィ.コンテス

タブルにする条件の内,いくつかの重要な条件が満たされなかったことに

よっている.また,規制緩和下のモデルとして考えられた州内航空産業に

関して言えば,州内航空産業自体の特性に関する検討を怠り,あまりにも

一般的なモデルとみなしていたことによっている.

そこで,まず,第II節では,規制緩和以前になされた予測と規制緩和後

の現実との間に生じた希離を明確にし,それらを生み出した原因について

考察する.次に,第Ⅲ節では,規制緩和後の航空産業の競争に大きな影響

を与えていると考えられているコンピューター予約システムについて検討

する.最後に,第Ⅳ節では,制約された空港容量の配分方式としてしばし

ば提案される競争入札制について,それが必ずしも効率的な配分方式では

ないことを明らかにする.



-　54　-　米国の航空規制緩和-予測と現実

Ⅱ　規制緩和後の航空産業

航空産業において規制緩和が実施された後にどのような現象が生じるか

について,規制緩和推進論者によって予測がなされたが,それらの内,重

要ないくつかの点において,現実は彼らの予測を裏切るものであった.こ

のような予測と現実との承雛を明らかにして,それらの原田について考察

するのが本節の目的である.

(I)合　併

規制緩和以前であれば,路線-の参入が規制されていたのであるから,

合併によって既存航空会社の路線営業権を入手することには意味があっ

た.しかしながら,参入規制の撤廃によって,この要田は意味を失ってし

まった.また,航空産業においては,企業レベルの規模の経済性は兄い出

されていなかった.こうしたことから,規制緩和後には大規模企業による

寡占化-の傾向は生じないであろうと予測されていたのである.だが現実

には,合併の波が航空産業を襲い続けたのである.果たして,規制緩和下

での航空会社の競争のどのような特徴が,このような合併-の動きを説明

しうるのであろうか.

(》　情報費用

航空産業では,それぞれの航空会社は,自社の統一ブランド名の下で,

多数の路線で多くの乗客に対して多様な航空サービスを販売している.よ

って,ブランド名の確立は競争において重要な価値を持ち,同時に, 「規

模の経済性」及び「範囲の経済性」を発揮する.また,ブランドを保有す

る航空会社にとっては,その使用を許諾した相手航空会社の機会主義的行

動を阻止することが困難であることから,合併-の誘因が働くのである.

(診　プリンシパル.エージェント問題

航空券に対する支払いを実際に行うプリンシパルに負担をかけて,特定

の航空会社から航空券を購入するエージェントに対して報酬を与えるマー

ケッティング・プログラムが航空会社によって利用されている.これは2

つの局面で存在している.第1は,ビジネス旅行者(エージェント)と彼
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の雇用者(プリンシパル)との間であり,ここには,フリークェント・フ

ライヤー・プログラムが組み込まれている.そして第2は,旅行代理店

(エージェント)と旅行代理店の顧客(プリンシパル)との問であり,旅

行代理店に対する,手数料を通じた誘因プログラムが組み込まれている.

いずれも,非線形の報酬構造を持つように作られているため,大規模な航

空会社によって最も容易に利用することが出来る,需要の側面での, 「規

模の経済性」及び「範囲の経済性」と類似した効果をつくり出すことが出

来る.

③　生産の分割不可能性と割引運賃

いずれの航空路線に航空サービスを提供する際にも,ある程度の大きさ

をもった航空機を用いなければならないから,航空会社は航空サこビスの

生産において分割不可能性に直画せざるを得ない.それ故,それぞれの便

毎に結合的に生産される航空サービスの内,ある程度の部分を割引運賃で

販売することを余儀なくされる.そこで,競争関係にある航空会社と合併

して路線で販売可能な過剰座席の数を減らし,高い運賃を避けて低い運賃

へ向かって旅客が逃げることを阻止できれば,それは航空会社の収入増加

に貢献す草・

(2)垂直統合

規制緩和によって,規制下で不充分な利益しかあげられなかった路線か

ら航空会社が撤退してゆき,その後には路線に適合的な費用構造をもった

独立の特化した航空会社が参入してゆくという形で,資源の再配分がなさ

れるものと予測されていた.しかしながら,現実には,所有,あるいは,

コード.シェアリング等を含んだ契約関係を通じて,大手の航空会社とフ

ィーダー・サービスを提供する地方航空会社との問に,垂直的なネット

ワーク統合をつくり出そうとする傾向が見られる.何故,このような現象

が生じたのであろうか.

規制緩和後,大手の航空会社は,ノ、ブ・アンド・スポーク型に路線シス

テムを再組織した.その結果,小都市から搭乗する航空旅客,あるいは,

小都市-向かう航空旅客は,はるかに長い全旅行行程の一部分としてス
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ポーク部分を構成する近距離路線を利用することとなった.そしてその際,

航空旅客は,単一の航空会社に全行程の航空サービス提供の責任を負わせ

ることに選好を示しており,この傾向はフリークェント・フライヤー・プ

ログラムによってさらに強められている.ゆえに,統合によって近距離路

線の航空旅客を獲得することは当該航空旅客の全行程を取り込むこととな

り,航空会社にとっては追加的収入の貴重な源泉となるのである.

(3)ハブ・アンド・スポーク・システム

規制緩和後に各航空会社がどのような路線システムをつくり出すかにつ

いては,規制緩和下における状態を写し出すモデルとみなされていた州内

航空会社が線形の路線構造をもっていたため,そのようなものになると予

測されていた.しかしながら,現実に一般的となった路線構造は,ノ、ブ・

アンド・スポーク型のものであった.

ノ、ブ・アンド・スポーク・システムは,システム内の多くの都市間を行

き来する航空旅客を同一便の中に結合することによって航空サービス生産

における分割不可能性を克服したのである.これによって,当該路線の航

空需要だけでは充分な頻度のジェット機による航空サービスを維持出来な

い多くの路線で,こうしたサービスの提供が可能になったのである.

(4)複雑な運賃構造

テキサス州及びカリフォルニア州の州内航空市場,そしてまたチャー

ター便市場での運賃構造に関する検討の結果,基本的に単純な運賃構造が

規制緩和後には生ずるであろうと予測されていた.ところが規制緩和以降

現実に生じたのは,驚くほど複雑な運賃構造であった.

このように複雑な運賃構造をつくり出すことによって,航空会社はどの

ような利益を得るのであろうか.市場を効果的に分割出来る航空会社は,

運賃に敏感な航空旅客を引き止めておくために参入や競争的な運賃設定に

対して敏感に反応出来,その一方で,フリークェント・フライヤー・プロ

グラム等のマーケッティング手段を用いて航空旅客の内の収益の高い部分

を運賃を切り下げることなく確保出来る.こうして,複雑な運賃構造は,

高い運賃ゆえに逃げてしまう航空旅客を少なくし,航空会社に,より多く
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の総収入を得ることを可能にするのである.

(5)旅行代理店の役割

CAB (民間航空局)による認可制が実施されていた当時は,航空会社

の事業者団体であるAir Transport Associationによって資格認定を受け

た旅行代理店が,参入から保護された中で, CAB　によって定められた運

賃で航空券を発行し, CAB　によって定められた比率の手数料を受け取っ

ていた.規制緩和後の状態としては,旅行代理業務-の自由な参入が過剰

な手数料を消滅させ,また,他の代替的な航空券の流通システムの発達が,

航空会社と顧客の双方を,旅行代理店-の過度の依存から解放し,旅行代

理店の役割は低下するであろうと予測されていた.しかしながら,現実に

は,正反対の現象が生じたのである.すなわち,旅行代理店を通じて発行

される航空券の比率は規制緩和以降飛躍的に上昇し,旅行代理店の果たす

役割は高まったのである.

このような現象の原因は,規制緩和後の市場に現われた混沌とした状況

が,旅行代理店に対して,顧客-の情報提供者としての役割を与えたから

に他ならない.腕の良い旅行代理店であれば,航空会社による新しいサー

ビス,あるいは,顧客自身ではとても探し出すことの出来ない運賃を見つ

け出すことが出来るであろう.よって,規制緩和は顧客に対して,専門の

探索能力をもつ旅行代理店の価値を高めたのである.

Ⅲ　コンピューター予約システム

米国の航空産業がCABによって参入・運賃の両面において規制下にあ

った時期には,各路線に航空サービスを提供する航空会社の顔ぶれは変わ

らず,また,航空旅客にとってはたとえどの航空会社の便に搭乗しようと

も同一の運賃を支払えばよいのであるから,航空旅客がどの航空会社のい

ずれの便に搭乗するかを決定する際に必要とする情報量は,各航空会社の

運航スケジュールや座席の入手可能性といった,非常に限られたもので充

分であった.

しかしながら,参入の規制が撤廃されて以降は,各航空会社のノ、ブ・ア
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ンド・スポーク型の路線網の組み方の展開と相まって,同一の目的地に向

かうとしても,航空旅客が利用出来る航空会社の数及び経路の数は増大し

た.また,運賃の規制も撤廃されたので,同一路線であっても航空会社に

よって運賃は異なっており,さらに,同一航空会社の同一便であっても様

々な割引運賃が設定され,各割引運賃の利用条件も異なっている.したが

って,航空旅客が意志決定をする際に必要とする情報量は飛躍的に増大し

た.同時に,これらの情報は固定的ではなく,時々刻々と各航空会社によ

って急速に改訂されていく情報である.このようにして生じた,航空旅客

側の運航予定や運賃についての情報に対する需要の高まりは,旅行代理店

に対応を促さずにはおかない.また,航空会社にとっても,各便に対する

予約状況から航空旅客の反応を見極め,割引運賃設定を戦略的に改訂する

ことが重要になった.このような背景の下に,大量の情報をリアル・タイ

ムで処理するコンピューター予約システムが広範に普及し,航空旅行産業

において大きな役割を果たすようになったのである_

米国には5つの主要なコンピューター予約システムが存在する(表1).

いずれも航空会社によって所有され,航空会社の内部予約システムを旅行

表1　コンピューター予約システム(1986年)

" -=. -
. だJ Bfli * *

敬 % 肋 % ォc S % 総数

8,677 35.1 9,280,784.9 42.9 47,339 40.9 126,358.8

6,511 26.4 7,017,262.9 32.4 31,446 27.2 100,612.9

4,271 17.3 2,083,864.0 9.6 16,820 14.5 32,199.3

2,045 8.3 1,056,796.4 4.9 7,856 6.8 15,462.0

3,189

l

12.9 2,208,146.3 10.2 12,288 10.6 30,985.4

24,693 100.0 21,646,854.5 100.0 115,749 100.0 305,618.2

コン`ピューター
予約システム

(航空会社)

セイバー

(アメリカン)

ア　ポ　ロ

(ユナイテッド)

システムワン

(イ-スタン/コンチネンタル)

チ-タスⅢ

(デルタ)

ノヽ　-　ス

(TWA/ノースウェスト)

(出所) DOT(1988), p. 21
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代理店及び他の航空会社を契約関係によって組み入れることによって発展

させていったものである.コンピューター予約システムが航空会社とは独

立の関係にある企業によってではなく,航空会社によって所有されている

ことが航空産業の競争に与える影響が懸念されている.この点を検討する

ことが本節の目的である.

各航空会社がコンピューター予約システムを所有することによってどれ

ほどの収益を生み出しているかを見ていくこととする.まずはじめに,収

入面については次の4つの項目を考慮の対象に入れなければならない.

①　予約手数料

コンピューター予約システムに参加している航空会社,ホテル,自動車

レンタル会社等は,予約サービスを受ける毎にそれぞれ定額の手数料をシ

ステムの所有者に支払わなければならない.

(9　加入料

システムの所有者は加入している旅行代理店に対して設備,訓練,支援

サービスを提供しており,その対価として旅行代理店に対して月毎あるい

は年毎に料金を請求する.

(9　コンピューター予約システムは,このシステムを所有している航空

会社に対しても予約サービスを提供しているのであるから,この価値もシ

ステム-の投資から得られる収入の中-含めなければならない.

(り　-イロー効果(halo effect)

旅行代理店は,加入しているコンピューター予約システムを所有してい

る航空会社の優に向けて,より多くの航空旅客を予約しようとする傾向が

ある(-イロー効果).その結果,コンピューター予約システムを所有す

る航空会社は,他の航空会社に比べて追加的な収入を得ることが出来る.

こうした-イロー効果の原因と目されたディスプレイ・バイアスは, 1984

年11月にCABによって禁止されたが,その後も-イロー効果は旅行代理

店の予約パターンに大きな影響を与え続けていると推計されている.

(DOT (1988), p. 120)

このような収入面を費用面の推計値と組み合せることによって,各コン
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表2　内部収益率推計値(%)

最終年 セイバー アポ ロ システム ワン データスⅡ ノマース

1986 129.5 108 .9 137.2 64.4 75 .2

199 2 129.7 109 .6 145.0 74 .5 8 1.9

但し, -イロー効果による収入増の内, 80%が収益増に貢献したものと仮定.

(出所) DOT(1988), p.78

表3　平均収入と平均費用の関係(1986年)

七 イ /・¥ - ア ポ ロ シ ス テ ム ワ ン デー タス H パ ー ス

航 空 会社 の予 約 手 数 料

予 約 サ ー ビスの 平 均 費 用
2 3 3 % 19 2 % 2 7 6 % 6 5 % 12 2 %

加 入者 か らの 平 均 収 入

加 入者 サ ー ビスの 平 均 費 用
8 1 % 8 3 % 6 6 % 8 3 % 8 5 %

(出所) DOT(1988), p. 110

ピューター予約システムの収益率は表2のように推計されている.

このように,コンピューター予約システムに対する投資が高い収益率を

示しているにもかかわらず,参入が生じないのは何故であろうか.すでに

航空サービスを提供していながらコンピューター予約システムを所有して

いない航空会社にとっては,競争力のあるコンピューター予約システムを

開発するためには多額の資金を要し,投資の性格からしてこれらはサンク

・コストにならざるを得ない.コンピューター予約システムに対する投資

のサンク・コストとしての性格が参入障壁を形成しているのである.また,

航空会社を兼営しない企業がコンピューター予約システムに参入しようと

するならば,前述の投資のサンク・コストとしての性格に加えて,収入の

第4項目として挙げられた-イロー効果による追加的収入を得られないこ

とから,より大きなハンディを被ることになる.

次に,コンピューター予約システムがかかわっている2つの基本的な市

場(収入項目の①と②)毎に料金と費用との関係を見てみると,表3のよ

うになっている.
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これからわかるように,旅行代理店に対しては費用に比べて低い水準に

加入料が設定されている.これは各コンピューター予約システム間で,旅

行代理店を自己の系列下に確保し,さらに他のシステムから旅行代理店を

引き抜くべく激しい競争が展開されていることを反映している.

これに対して航空会社に対しては費用を上回る予約手数料が設定されて

いる.これは,航空会社の相対的に弱い交渉力を反映している.弱い交渉

力の原因としては2つ考えられる.第1に,航空券の大部分はコンピュー

ター予約システムを設置した旅行代理店によって販売されているので,舵

空会社は旅行代理店を通じて予約を獲得するためにすべてのコンピュー

ター予約システムに参加しなければならない.もしいずれかのコンピュー

ター予約システムに参加しなければ,その系列下にある旅行代理店から得

られるであろう予約のほとんどを失うことを覚悟しなければならない.第

2に,コンピューター予約システムを所有していない航空会社は,より低

い予約手数料を請求するコンピューター予約システムを設置している旅行

代理店をひいきにするように自己の潜在的な顧客に影響を与えたり,ある

いは,旅行代理店に対してこのようなシステムを設置するように説得する

メカニズムを有していないのである.航空会社が予約手数料を支払うので

あるが,どのコンピューター予約システムを使用するかは旅行代理店が選

択するのである.

Ⅳ　空港使用権

航空産業では規制緩和によって制度的には路線-の参入規制は無くな

り,航空会社は路線を自由に設定する権利を得た.しかしながら,物理的

な空港容量の制約は空港使用権を既得権益化し,新規参入を目ざす航空会

社の空港施設-のアクセスを実質的に封じている.そこで,空港使用権の

効率的な利用を実現するために,空港使用権の配分を競争的市場に委ねる

べきであるとの主張がなされている(注を参照).しかしながらこの点に

関してBorenstein (1988)は,空港使用権を競争的市場によって配分する

ことは必ずしも効率性を保証しないことを示している.その主張のボイン
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図1　例の図示

航空会社ly

(」-2)
空港A2

トは,獲得した空港使用権の利用によって航空会社が得る利潤(入札価格

の上限を形成する)と空港使用権の利用によって新たに生み出される社会

的余剰の変化分との問に一般的には強い相関が無いということにある.よ

って,競争的市場において利潤に基づいて空港使用権の配分を行うという

メカニズムは,必ずしも社会的便益を最大にする空港使用権の利用をもた

らさないのである.

この点を明らかにするために次のような例を考察する(図1).競争入

札の対象となる空港使用権は空港Aoのものとする.航空会社Uは,空

港Aoの空港使用権を狂得して,いずれの航空会社によっても運航されて

いない空港A1-の路線を開設しようとしているものとする.同様に,疏

空会社lyもまた空港Aoの空港使用権を獲得して,いずれの航空会社に

よっても運航されていない空港A2-の路線を開設しようとしているもの

とする.いずれの路線においても空港Aoで新たに空港使用権を獲得した

航空会社は独占航空会社であり,双方とも同一の一定の平均(-限界)費

用　わ　で航空サービスを提供するものとする.また,両路線とも需要の価

格弾力性が一定の需要曲線9-fR)を看するものとする.両路線問の相

異は需要の価格弾力性のみとし, Aか41路線の需要の価格弾力性は　8-3

とし, AoA2路線では8-2　とする.以上のような仮定の下で,新たに空

港使用権を獲得した航空会社が路線開設によって得る利潤と,新たに空港

使用権を獲得した航空会社がつくり出す社会的余剰の変化分との比率(+)

を計算してみると, AoAl路線は¢-0.40, AoA2路線は0-0.33であり,

一致しない.この比率の相違は,空港使用権を新たに獲得した航空会社が
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表4　対称クールノー・ナッシュ均衡における第N番目の参入者に関する¢比率

9-h MC-b, a,b>0)

需 要 の 価 格 弾 力 性

(£)

市 場 に 存 在 す る 企 業 数 ( 参 入 者 を 含 む )

1 2 3 4 6 8 10

1 .5 0 . 25 0 .3 7 1 . 2 0 2 . 10 4 . 0 1 5 . 9 7 7 .9 4

2 .0 0 . 3 3 0 .5 0 1 . 3 3 2 .2 5 4 . 1 7 6 . 1 3 8 . 10

2 .5 0 .3 8 0 .5 8 1 .4 2 2 .3 4 4 . 2 6 6 . 22 8 . 1 9

3 .0 0 .4 0 0 . 6 3 1 .4 7 2 .4 0 4 . 3 2 6 .2 8 8 . 2 6

4 .0 0 .4 3 0 .6 9 1 .5 4 2 .4 7 4 . 4 0 6 .3 6 8 . 3 4

5 .0 0 .4 4 0 . 7 2 1 .5 8 2 .5 1 4 . 4 4 6 .4 1 8 . 3 8

(出所) Borenstein (1988), p. 363

つくり出す社会的余剰の変化分と,空港使用権を新たに獲得した航空会社

が得る利潤との問の大小関係が必ずしも一致しないことを示している.よ

って,空港使用権を新たに獲得することによって得られるであろう利潤に

基づいて各航空会社が空港使用権に対して競争入札し,最も高い入札価格

を付けた航空会社に空港使用権を付与するという配分方式がとられるなら

ば,必ずしも社会的余剰の最大化はもたらされないのである.

新たに路線を開設する場合には¢はいずれの場合も1より小であるが,

これは空港使用権のIumpy input　としての性格を反映している.すなわ

ち,空港使用権が新たに利用される路線ではかなりの量の航空サービスが

一挙に現われるために,航空会社によって吸収されない消費者余剰が発生

しているのである.

さてここまでは,いずれの航空会社も運航していない新たな路線を開設

する場合を考察してきたが,市場構造と航空会社間の相互関係の影響を見

るために,すでにいくつかの航空会社が運航している路線に,新たに空港

使用権を獲得した航空会社が参入していく場合を考察する.空港Aoと空

港A3との間の路線にはすでに航空会社2社が運航しているとする.この

AoAs路線に,航空会社　Yは空港Aoにおいて獲得した空港使用権を用

いて参入しようとしているものとする.費用条件は前例と同一とし,市場
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需要は　AoA2　路線と同一とする.また,市場においては,現実に運航す

る航空会社間で,対称的なクールノー・ナッシュ均衡が成立するものとす

る.航空会社　y　が参入する以前に2航空会社間で成立していたクール

ノー・ナッシュ均衡から,航空会社　y　が参入した後に成立するクール

ノー・ナッシュ均衡-と変化するのに伴って生ずる　¢　を計算すると,

め-1.33　となる.

表4からわかるように,ゲーム論的に非協力的な既存航空会社が多数存

在する路線に参入しようとする航空会社は,参入が生み出す社会的余剰の

増加をはるかに上回る利潤を期待出来る(¢>1).この現象は,既存航空

会社から参入航空会社に対して利潤の移転が起こることによって生じてい

る(business stealing　効果).このように,一方で,空港使用権の　him-

piness　の性格による,空港使用権獲得航空会社によって吸収出来ない消

費者余剰の存在が空港使用権の過少評価をもたらし,他方で,既存航空会

社からの利潤の移転が空港使用権の過大評価をもたらしているのである.

競争入札制が空港使用権の効率的な配分に失敗するのは,こうした要田に

よって,空港使用権の利用可能な路線問で　¢　が異なっていることに由来

している.

最後に,以上の議論から明らかなように,競争入札価格が空港容量の拡

大に対する適切な指針となるためには, ¢が空港使用権の利用可能なすべ

ての路線について等しいだけではなく,すべての場合において1に等しく

なければならない.

(注)

例えば,わが国においてごく最近(平成元年6月10日)発行された報告召『規

制緩和の経済理論』においてもこの立場が主張されている.すなわち, 「前者(空

港使用権の競争入札制)は,空港使用権を,既得権を持つ航空会社の談合ではな

く,競争入札という開かれた場で配分することにより,新規参入者にも空港-の

アクセスの機会を保証しようというものである.各航空会社は自己の運航しよう

とする路線の需要が大きく利潤が多いと判断すれば,高い入札料を払っても空港

使用権を獲得しようとするであろうから,結局,より効率的な航空会社,よりニー

ズの高い路線が空港を使用することになると期待される.入札により発生するレ
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ントはその地域の空港容量の拡大や環境問題の解決に充てるのが合理的であろ

う.」 (p.77)

Ⅴ　お　わ　り　に

航空産業では各路線問で航空機を容易に移動させうることから,航空産

業がコンテスタビリティ理論の適用可能性の大きい産業として注目された

のであるが,これは,パーフェクトリイ・コンテスタブル市場を成立させ

るゼロ・サンク・コストという点からみての,航空サービス供給面の特性

に魅了されてしまった結果と言わざるを得ない.パーフェクトリイ・コン

テスタブル市場が成立するためには,需要面において,消費者の価格に対

する反応が重要な条件になっている.その意味で,航空産業における需要

の決定,そのための情報の流れについて,充分な検討がなされる必要があ

る.また,空港施設が航空会社以外の主体によって供給されていることは,

航空会社が航空サービスを供給する際にサンク・コストを負わないですむ

重要な要因になっているが,こうした,競争の行なわれる場がどのような

メカニズムによって作り出され,かつ,その中でどのようなメカニズムに

よって配分されるかについても充分な検討がなされなければならない.
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